























































● 1949 年（昭和 24 年）8 月 27 日 生
● 1967 年（昭和 42 年）、経済学部 卒
● 1971 年（昭和 46 年）4 月 入社
＜代表取締役社長　関山 雄一＞
＜専務取締役　関山 亮＞
● 1975 年（昭和 50 年）1 月 20 日 生
● 1997 年（平成 9 年）、国際学部 卒
● 2002 年（平成 14 年）4 月 入社
● 2016 年（平成 28 年）6 月 専務就任
社長（写真左）と専務（写真右）　工場前にて
経営者インタビュー 【2．株式会社ブロケー ド】
１　1社は廃業を選択したがその際、取引先と一部従業員を引き継いだ。また、合併の機運が本格的になる前に、事業不振により脱落してしまった仲間も存在した。
２　多くの業種で複数企業の合併などによる経営規模の拡大・強化による生残り策が採られた。清酒業では（株）一ノ蔵（4社による合併）、（株）六歌仙（五つの蔵による合併）などが例として挙げら
れる。同様にクリー ニング組合でもグル プー化の推進を模索したことがあった。
３　黒田前会長の知り合いであり、大企業を早期退職されていた。
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般について携わることで合併を進めた。専門知識を
持った人材がかかわることで、予想された問題への
準備や対処を適宜行い円滑な合併を進めることがで
きたのである。
【合併後の取組みと効果】
　2社には規模の違いもあって、給与水準などに相
違があった。そのため、給与水準を同程度に合わせ
て、従業員の不安の解消を図った。特に、異なる企
業文化で働いてきた従業員間の意思疎通は、円滑な
業務遂行には不可欠であり、経営陣は幹部との打合
せを繰り返した。また、大企業幹部経験者が中立的
な立場として経営陣と管理職、経営陣と一般従業員、
さらに従業員間の調整を担い、加えて、社内旅行や
レクリエーションの実施、社長と従業員との個別面
談など、丁寧に社内の意思疎通を図ることで、従業
員のモチベーションの維持・向上を図るとともに指
揮命令系統の統一に気を配り、従業員が異なる幹部
指示で迷うことがないように努めた。
　取引先が重ならなかったといっても、製本作業そ
れ自体には類似性があり、それぞれが業務を行う2
つのラインがあった。しかし、それをそのまま残す
のではなく工場を一つにし、ラインを1本に絞るこ
とで、業務の効率化＝生産性の向上を実現した。さ
らに、事業連携について意見交換を行ってきたもの
の廃業を選択した仲間から取引先を譲り受けた4こ
ともあって、取引先を増やすとともに売上を増加さ
せることもできた。
　一方で、準備をしたといっても、2つの異なる企
業のカラーが直ぐに解消することは難しく、現場＝
工場部門ではその傾向が強かったため、業務遂行に
対する考えの相違が生じた。特に、新工場長に規模
が小さかった企業の工場長を充てたことから、その
工場長の方針に疑問を抱き、業務の実施方法に不安
を抱いた古参の従業員が退職した。ただし、このよ
うな退職も合併にあたって生じ得る事象として、予
想していたこともあり、退職を受け入れるとともに、
他の従業員に動揺が生じないように、経営陣が協力
して社内の意思疎通に一層気を配り、他の従業員へ
の負の波及を抑えた。
　このように、準備をしていても、コミュニケー
ションを中心に丁寧な対応に努めることが必要
だった。
【事業承継と今後】
　後継者候補（関山亮氏）は、合併前に入社している。
そのため、合併の準備段階において合併の相手先企
業の工場で勤務し、合併後も工場で勤務した。この
一定期間、現場の勤務を経験することで、社内に後
継者としての周知が進んだ。今後は、現相談役（前
会長5）が担っている資金繰りを含めた経理とその監
督についての知識、経営全般の知識習得を進める。
2019年には現社長は70代を迎えることから、2020
年には社長を交代することをはじめ徐々に承継に向
けた取組みを進める計画である。
　現社長は属する製本業界だけでなく関連する出
版・印刷業界の事業環境は厳しさを増していること
を認識している。そのため、営業活動は今以上に厳
しくなると考えており次代を担う経営者には企業の
存続のための工夫を求めている。それは、受注待ち
では生き残ることができず積極的に取引先に提案を
行って需要を喚起し受注を得る努力が不可欠であ
り、そのためには、若い後継者の手腕が必要という
ことである。
　また、製本業は職人の世界であり、経営者といっ
ても年下の言うことを素直に聞くという職場文化で
はない。そのため、現社長として残りの期間で円滑
な移譲を進めることに工夫を凝らすことが責務と考
えている。
　この他にも事業承継には多くの課題がある。一つ
は職人の技術継承である。業務の細部（トラブルへ
の柔軟な対処やトラブル発生への事前対策など）に
は職人の知識と経験が必要となる場面がどうして
も生じる6。しかし、当社でも職人の高齢化が進み、
40代と50代が多く30代が少なくなっており、将来
の人手不足を懸念している。当面は、定年となった
従業員を嘱託として再雇用し、若手従業員に対する
OJTと繁忙期の人手不足を担ってもらう、加えて、
65歳の定年以降も、職人には何らかの立場で当社
の業務にかかわってもらうことで、人材不足対策や
技術継承を進めたいと考えている7。技術の継承対
策として、設備の更新・導入を促進し生産性を向上
させて、待遇を改善し、同時に時間を確保し、職人
の育成（若手従業員に対する教育の充実）に取組むこ
とで技術継承を進める考えである。
　職人が退職していくことによって、業界としても
４　この際、一部従業員を引き受けている。
５　当社では役員も定年を決めていて現相談役は会長を退いている。ただし、社長が退職年齢に達していないこともあって会長職は空席となっている。
６　写真④などペ ジー数が多い書籍の場合には、稼働中、機械の詰まりなどが生じる。素早い処理により、ラインが止まる時間を短縮させることも職人の技術に負うことが多い。
７　技術継承には、新人とベテランが重複して働く期間が必要となる。当然経営としては人件費負担が重くのしかかる。当社は、技術を要する上製部門で低価格競争に巻き込まれていないことから
一定の収益を得ることができている。ただし、その部門は発注側にとってコストがかかることもあり、業務は残るが市場は縮小することが予想される。一方の並製部門は製造が容易であることからコ
スト低減要求は今後強まると考えられる。その際に、規模の維持や雇用の維持をいかに図るかが、これからの経営者＝後継者には求められている。
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技術水準は下がっていく。また、市場の縮小と技術
進展による設備の高度化により下請企業への発注が
減少する。その結果、下請企業が減少し、同時に
技術を持つ人材も減少していく。このような中で、
当社は並製本部門の比率が70％から50％に下がり、
上製本部門8の比率が上がってきている。その理由
は、製本業者の減少に伴って発注元の要望に沿うこ
とができる事業者が減少していることである。この
点は、当社にとって価格競争に巻き込まれないとい
う良い効果をもたらしている。しかし、将来に向け
ては重い課題であり、そのための取組みが当社には
求められている。
　2社が合併した当社には、複数の企業・個人が作業
場所やデスクを構えている。１社は、並製本を得意
とする製本会社であり、当社施設の3階で業務を行っ
ている（写真③）。この他に、営業を行う個人事業者
と法人がある。つまり、当社を中核として複数の企業・
事業者によるグループが組成されていて、それらが
得意分野を活かして製本業に携わるとともに当社と
良好な関係を構築している。こうした現状を活かし
つつ、他社との提携を進めることや関係を強化する
こと、規模の拡大や機械化推進のための工場の移転
などを見据えている。
【他社の参考となる当社の取組み】
　当社の合併の成功は、事前の準備として業界動向
や市場環境を基に経営者間で意見交換（認識の醸成）
を行い、その中で従前からの信頼を基に信頼を深め
たこと、また、両社に売上や従業員規模に相違（例：
従業員規模は1対2）がありながら、対等合併を選択
したことが挙げられる。また、専門性を持つととも
に経営陣への助言や従業員との触媒を務めた人材の
活用、経営陣による従業員とのコミュニケーショ
ンの円滑化への努力、計画に基づく合理化（ライン
の統合、経営方針に従うことができない従業員の退
職容認）の断行である。そして、事業承継について、
早い時期から後継者を入社させるとともに、現場作
業への従事、そして業務の引継ぎとともに社内での
地位の明確化によって従業員の認識醸成を進めたこ
とは、他社にとっても参考となる取組みといえる。
この他に、当社を中心に緩やかなグループが組成さ
れており、共同化ないしは事業提携が事業を維持す
る取組みとして有効と思われる。M&Aや合併の前
にグループを組成し、事業の継続を図りつつ後継者
を養成することも事業承継対策の一つとなり得るの
ではないだろうか。
写真②と③　上製工程と並製工程
８　上製本の製本には職人の技術力を要する。
写真④
■インタビュア
村山　賢誌… 千葉商科大学経済研究所客員研究員
■会社概要
企業名………… 株式会社ブロケード
代表者………… 関山雄一
所在地………… 北区浮間2-12-24
業種…………… 製本業
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